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森林の多様な利活用に向けた長野県の取組（補足資料） 

長野県営業局 熊谷 

１ サービス産業としての育成 

（１）行政の後押し  

        これまで     ⇒     これから 

       （＝ 公平、広く、無償）       （＝ 専門性、有償、永続性） 

 

（２）実例 

「ガイド、インストラクター」 

    ⇒ 資格を導入・育成 ⇒ 有料でのサービス提供 ⇒ サービス産業の生産性向上 

  （課題） 

    ・クオリティが維持できるか。（品質維持の問題） 

    ・全国一律でなく、地域性が活かせる制度が導入できるか。（多様性 ＝ 魅力） 

 

２ 森林と都市をつなげる工夫（私案） 

  これまでの行政の取組は、「構想だけ」または、「具体的な仕組みがない」ものがほとんど 

    ⇒ だから、民間事業者もなかなか参入しづらい。 

  発信者目線（こうしたら良いのではないか？）が起点ではなく、 

  受信者や消費者の「課題」や「ニーズ」、「感性」（人々は何を求めているのか？）に貢献・

寄与できるものであるべき。 

  そのためには、以下の点を考慮しながら具体的な仕組みづくりをすべきと考える。 

① 「個の尊重」  個々のニーズの把握 
             あなただけ感（ひとりの顧客のデータを発地も着地も共有） 

             地方だからこそできるサービス（ビルの中では無理なもの） 

 

② 「つなぐ」   必要な人を最適な場所につなぐ（アプリなどのテクノロジーの活用） 
             企業の枠組みを超えてニーズある人々を組織化する 

（都市でのコミュニティ形成） 

 

③ 「はこぶ」   クローズドで効率的な輸送方法（都市 → 地方）を検討する 
            「点から点」ではなく、エリアをデスティネーションにする 

 

 

資料２－４（補足資料） 



 

３ 民間活力の参入を促すためには（私案） 

  「森林」がサービス産業にとって投資価値のあるものと判断できる「投資環境」を整備する

ことではないか。 

  そのために行政にできることとは。 

① 「都市と地方の連携」 地方だけでない、都市行政側の理解と参加・施策推進 

                 （例）長野・大阪「グリーンプラットフォーム構想」 

 

② 「子供たちの学び」  若年層からの森林教育 → 森や緑化の大切さ 

ＳＤＧｓ、気候変動対策への対応急務 

 

③ 「入りやすい森の環境づくり」   
              地方とて、どこの森に入れるのかわからない 

森林の所有確認関係 

森林法、自然公園法等の実体的関係調整の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


